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一 企業フイラソスロピーの本質の解明

































































































































現代 の企業環境を分析す るための1 つのモデルとして、Wilson （1977 ）'）、Wood(1994 ）'）らは、図1
に示す ような「SEPTEmber 」モデルを開発した。このモデルでは、企業をとり巻 く環境を下記の5
つ の部門とその構成要素によって説明している。
社会的環境（S:SocialEnvironment ）: 文化、価値観、人 口動態、社会的組織形態、権力関係など
経済的環境(E:EconomicEnvironment ）: 生産・分配・交換の状況、GNP 、市場構造、競争
状態など
政治的環境（P:PoliticalEnvironment ）: 法律、公共政策、統治、（政治的）影 響力、権力 の配置
など
技術的環境（T:TechnologicalEnvironment ）: 生産機器 と生産方法、資源操作、 コミュニヶ－
ショソ、知識の生産と利用、インフ ラ開発など
エコロジー（自然 環境）（E:Ecology ）: 天然資源、自然の美あるいは審美に対 する情緒的涵養、
生命の持続など
これら5 つの部門とその構成要素は複雑に相互につながっている。例えば、80 年 末から90 年代初






国境がオ ープ ンにな るにつれて、労働力人 口の移動も増大した。技術的中核に生じた変化は、西
側企業が新しく誕生した企業に技術支援を開始することに よって生じた。 また共産主義者やその政




































）であ り、Wartick ＝Wood （1997 ）'）によって開発されたものである。この
モデルは広 く人的活動とい うものがい かに組織化されているかを説明する論理的枠組と考えられる。
このモデルでぱ、技術 とエ コロジーが中核に据えられてい るが、それはこれらの要素が最も重要






分している。 イデオロギ ー要素は集団行動の根底にある思想、価値観、信念 であり、機関要素は
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実的ではない。 工IM モデルでは、社会システム、機関、組織といったものをみる場合、 より相互
関連的に現実的な見方を採用してい る。実際には、あらゆる種類の組織は、程度の差 こそあれ、3
つの基本的な機関的機能のすべてを実行し ているのである。企業はビジネス機能が中心ではあるが、
他の2 つの機関的機能も果たしている。 また、報道機関などは典型例であるが、3 つの機能を使い
分けているといえるし、大学といえども公共的機能だけを実行しているわけ ではない。
次に、イデオロギ ーは、社会の主要な局面についての思想や構想を描写した 価値観の集合と定義
できる（Cavanagh,1990 ）≒IIM モデルでは、3 つの社会的機関（ビジネス、政府、公共）はそ
れぞれ経済的、政治的、社会的イデオロギ ーと対応して形成されている。ここでい うイデオロギー
の種類 とその活動の範囲は、図3 に示す通 りである。機関上の活動は根底にあ る基本的なイデオロ
ギ ーに基づいて説明され正当化されるので、機関に比べてイデオロギーの位置は優位にあ る。しか




































① 企業内 部のガバ ナンス
② 企業 間関係の ガバ ナンス




































コーポレート・ガバナンスを機関 （制度）として把握するとき、主体はもちろ ん企業 である。よ
り具体的には、企業統治に関わる機関としては、株主総会、取締役会、経営委員 会（常務会）など
の企業の最高意思決定に関わる機関であろ う。但し、株主総会は一般的に無機能化し ているが、次
に取 り上げるステークホルダーの有力 メンバーとしての株主と重複することにな る。
しかし、 より重要なのはそれらの機関が果たす機能である。 コーポレート・ガ バナンス論の系譜
は、バ- リ＝ミーンズ（Berle＝Means,1932 ）'"の「経営者支配論」にその源流を見い出す ことがで
きるが、そ れ以降、マーチ＝サイモン（March ＝Simon,1958 ）'）̂による 「組織意思 決定論」、フェ
ッ
フ ァー＝サランシック（Pfeffer＝Salancik,1978 ）'）̂らによる「資源依存論」、さら には コース（Coa-se,1937
）'）̂により創始され ウィ リアムソン（Williamson,1986 ）'）̂らにより精緻化 され た 「取引 費用
論」などを挙げることができる。それら理論の特色と欠点を中心に検討したい。
コーポレート・ガバナンスは、①企業 内部のガバナンス、②企業 間関係のガバナ ンス、③社会的
関係におけるガバナンス、に分類できるが16)、企業 の社会貢献との関係では、当然「社会的関係にお





② ステ ークホルダ ー




術 ・研究関係、教育関係、 スポーツ関 係、福祉関係、製造物責任（製造業でなけ れば消費者保護）、
異質な価値観、国際交流（留学生支援、難民救済など）、国際貢献などと無限に拡大していくのであ
る。
従って、多 国籍企業のステ ークホルダ ーは海外子会社の数が増加すればす るほどその数と種類が
拡大されることになる。し かし、海外子会社ごとにステータホルダ ーの数 と種類は異な るのであり、
優先順位も異なることにな る。
さらに、 ステ ークホルダ ー管理といった立場から、ステ ークホルダ ーの確認、そ れらの権力基盤、
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これまで、コーポレ ー ｝・ガバナンス論の系譜としては、Berle=Means （1932 ）'''に始まる「経営
者支配論」 からのアプ ローチ、Barnard （1938）''）に より創始 され、Simon （1957）'"に より展開され、March
＝Simon （1958)''）に より集大成 された 「組織意 思決定 論」 から のアプ ローチ、Pfeffer＝Salancik
（1978 ）'）̂、Pfeffer（1981)'"らによる「資源依存モデル」的 アプローチ、さらにCoase（1937 ）''）
により創始され、Williamson べ1975 、1985 、^ggg）29)｀31)に より精緻化された［取引費用論］からのア
プローチな どがある。
① 経営者支配論からのアプp ーチ
大企業に おけ る支 配の実質的な主 体が所有 者 （ 株主 ） 支 配 か ら 経 営 者 支 配(managementcontrol
）に移行したことを実証した。しかし、コーポレート・ガバナンス論としては、「誰が企業を

















選択することになる。 また、組織か市場かとい う2 分法ではなく、その間の 「中間組織」について
の議論 も可能である。特に 日本企業のガバナンス問題 としては重要な鍵を与えてくれる。しかし、
取引費用理論は、事後的な分析であるため企業 の方向性を論じる戦略論 としては無力 であること、
また、取引の収益性に十分な配慮がなされていないとい う欠陥がある。
以上のようなコーポレート・ガバナンスの理論を基礎として、現実としての企業 におけ るガバナ



































































































































































ル ープは、 自らの利益の獲得を求めて暴力的・威圧的ステ ークホルダ ー(violentorcoercivestakeholder
）になる傾向かある。
図6 で、残りのタイプのステークホルダーは、3 つの主要属性のうちの1 つのみを所有するもの
である（「目に見えないステークホルダー」で、［ニコ枠で囲んだもの］。要求ステークホルダ ー（de-




























































































競争的領域(competitivezone ）、b. 回避的領域（avoidancezone ）、c. 協調的領域(collabora-tivezone






















































益主張は高まり、摩擦、紛争が勃発する。図7 の矢印と番号 ∩ ～16）は、その動態を表している。
3 多 国 籍 企業 の社 会的 成 果 （CSP ）
多 国籍 企業 は 、今 や世 界製 造業 生産 の5 分 の2 、 また 世 界貿 易 の4 分 の1 を 占め る 巨大 な 経 済組
織 であ り、そ の売 上 高は 小さな 国 のGNP を 遥 か に 上 回る ほ どの経済 力を 有 し てい る43)レ モ うし た
企業 活 動 が 複雑 かつ多 国 籍化す るにつ れ 、多 国 籍 企業 の権力 は 増大 し、 企業 の社 会 的 責任 の重 要 性
は 増大 す る。 多 国籍 企業 の現地 受 入国 に 対す る経 済的 ・社会 的 ・文化 的 影響力 は 大 き く、 そ の行 動
に対 し て 十 分な社 会的 責 任を 担 うこ とが 必 要に な る。
そ のこ とは 激変 す る経営 環境 の中に あ っ て企業 の社 会 対応 能力 （社 会的 感応 性 ）を い か に 高め て
行 くか の 問題 で もあ る。 さらに 、多 国 籍 企業 の受 入 国 （特に アメ リカ） では、 企 業 の社 会 的責 任 や
社 会 的感 応 性 の領 域を さ らに越 え た企業 の積 極 的 な社 会 貢献 が求 め られ てい る ので あ る。
「企業 と社 会」 論 の研究 分野 では 、 企業 が社 会に 対 し て どの よ うな 成果 を もた ら した かを 中 心 に
研 究 す る、「企業 の社 会的成 果論 」（corporatesocialperformance:CSP ）が あ る。そ れ は次 の よ
うな 項 目を 含 む もので ある44)
① 企 業 の社 会 的成 果 の内容 ：企業 の ど の よ うな 活 動 が当 該企業 の社会 的成 果 と みな さ れ るか
② 企 業 の社 会的 成果 を判 定 す る基 準 ・尺 度 の開 発 （一 般 的な 尺度 は存 在す る か）
③ 企業 の社 会的 成果 の測 定方 法 の開 発 （一般 的 な 測定 方 法に よっ て計測 可 能 か）
さら に 、CSP に 関 す る 諸 説 を 検 討 す る と 、 そ の 内 容 は 、 ① 社 会 的 責 任 論 （corporatesocialresponsibility:CSB
）、②社会 的感 応 性論（corporatesocialresponsiveness ）、③ イ ッシ ュ ー・ マネ
ジ メ ント論（issuemanagement: 工M) 、に 大別 す るこ と が可 能であ り、ま た、① →② → ③ と時系 列
的に 生成 ・ 進化 した 理論 であ る。
ここ では 、Seth ト（1975 ）*=）、Carroll （1979 ）'）̂、Wartick ＝Cochran （1985 ）*'）の諸 説 に 依拠 し な がら、
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（1999 年1 月n 日受 理 ）
